
 

 

平成 29 年 9 月 

浜田市議会定例会議案 

 

 

 

 

 

 平成 29 年 9 月 4 日 



平成 29 年 9 月浜田市議会定例会付議事件 

 

議 案 

認定第 1 号 平成 28 年度浜田市一般会計歳入歳出決算認定について 

認定第 2 号 平成 28 年度浜田市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定に

ついて 

認定第 3 号 平成 28 年度浜田市駐車場事業特別会計歳入歳出決算認定につ

いて 

認定第 4 号 平成 28 年度浜田市公設水産物仲買売場特別会計歳入歳出決算

認定について 

認定第 5 号 平成 28 年度浜田市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算認定

について 

認定第 6 号 平成 28 年度浜田市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認

定について 

認定第 7 号 平成 28 年度浜田市漁業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認

定について 

認定第 8 号 平成 28 年度浜田市生活排水処理事業特別会計歳入歳出決算認

定について 

認定第 9 号 平成 28 年度浜田市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算認定に

ついて 

認定第 10 号 平成 28 年度浜田市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定

について 

認定第 11 号 平成 28 年度浜田市水道事業会計決算認定について 

認定第 12 号 平成 28 年度浜田市工業用水道事業会計決算認定について 

承認第 4 号 専決処分の承認について（平成 29 年度浜田市一般会計補正予算

第 2 号） 

議案第 51 号 浜田市農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員の定数を

定める条例の制定について 

議案第 52 号 浜田市税条例の一部を改正する条例について 

議案第 53 号 浜田市地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税に関

する条例の一部を改正する条例について 

議案第 54 号 工事請負契約の締結について（浜田清掃第一処理場解体工事） 

議案第 55 号 平成 29 年度浜田市一般会計補正予算（第 3 号） 

議案第 56 号 平成 29 年度浜田市駐車場事業特別会計補正予算（第 1 号） 



議案第 57 号 平成 29 年度浜田市公設水産物仲買売場特別会計補正予算（第 1

号） 

議案第 58 号 平成 29 年度浜田市後期高齢者医療特別会計補正予算（第 1 号） 

報 告 

報告第 6 号 専決処分の報告について（事故の損害賠償の額の決定） 

報告第 7 号 公益財団法人ふるさと弥栄振興公社の経営状況の報告について 

報告第 8 号 有限会社ゆうひパーク三隅の経営状況の報告について 

報告第 9 号 浜田市土地開発公社の経営状況の報告について 

報告第 10 号 公益財団法人浜田市教育文化振興事業団の経営状況の報告につ

いて 

報告第 11 号 平成 28 年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の

報告について 
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認定第 1 号 

 

平成 28 年度浜田市一般会計歳入歳出決算認定について 

 

地方自治法第 233 条第 3 項の規定により、平成 28 年度浜田市一般会計歳

入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

平成 29 年 9 月 4 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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認定第 2 号 

 

平成 28 年度浜田市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について 

 

地方自治法第 233 条第 3 項の規定により、平成 28 年度浜田市国民健康保

険特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

平成 29 年 9 月 4 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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認定第 3 号 

 

平成 28 年度浜田市駐車場事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 

地方自治法第 233 条第 3 項の規定により、平成 28 年度浜田市駐車場事業

特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

平成 29 年 9 月 4 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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認定第 4 号 

 

平成 28 年度浜田市公設水産物仲買売場特別会計歳入歳出決算認定に

ついて 

 

地方自治法第 233 条第 3 項の規定により、平成 28 年度浜田市公設水産物

仲買売場特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に

付する。 

 

平成 29 年 9 月 4 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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認定第 5 号 

 

平成 28 年度浜田市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算認定につい

て 

 

地方自治法第 233 条第 3 項の規定により、平成 28 年度浜田市公共下水道

事業特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

る。 

 

平成 29 年 9 月 4 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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認定第 6 号 

 

平成 28 年度浜田市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認定につ

いて 

 

地方自治法第 233 条第 3 項の規定により、平成 28 年度浜田市農業集落排

水事業特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付

する。 

 

平成 29 年 9 月 4 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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認定第 7 号 

 

平成 28 年度浜田市漁業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認定につ

いて 

 

地方自治法第 233 条第 3 項の規定により、平成 28 年度浜田市漁業集落排

水事業特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付

する。 

 

平成 29 年 9 月 4 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

 



 8 

認定第 8 号 

 

平成 28 年度浜田市生活排水処理事業特別会計歳入歳出決算認定につ

いて 

 

地方自治法第 233 条第 3 項の規定により、平成 28 年度浜田市生活排水処

理事業特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付

する。 

 

平成 29 年 9 月 4 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

 



 9 

認定第 9 号 

 

平成 28 年度浜田市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 

地方自治法第 233 条第 3 項の規定により、平成 28 年度浜田市簡易水道事

業特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

平成 29 年 9 月 4 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

 



 10 

認定第 10 号 

 

平成 28 年度浜田市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定につい

て 

 

地方自治法第 233 条第 3 項の規定により、平成 28 年度浜田市後期高齢者

医療特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す

る。 

 

平成 29 年 9 月 4 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

 



 11 

認定第 11 号 

 

平成 28 年度浜田市水道事業会計決算認定について 

 

地方公営企業法第 30 条第 4 項の規定により、平成 28 年度浜田市水道事業

会計決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

平成 29 年 9 月 4 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

 



 12 

認定第 12 号 

 

平成 28 年度浜田市工業用水道事業会計決算認定について 

 

地方公営企業法第 30 条第 4 項の規定により、平成 28 年度浜田市工業用水

道事業会計決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付する。 

 

平成 29 年 9 月 4 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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議案第 51 号 

 

浜田市農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員の定数を定める

条例の制定について 

 

浜田市農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員の定数を定める条

例を次のように定める。 

 

平成 29 年 9 月 4 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市農業委員会の委員及び農地利用最適化推進委員の定数を定める

条例 

 

（趣旨） 

第 1 条 この条例は、農業委員会等に関する法律（昭和 26 年法律第 88 号）

第 8 条第 2 項及び第 18 条第 2 項の規定に基づき、浜田市農業委員会の委

員（以下「農業委員」という。）及び農地利用最適化推進委員（以下「推

進委員」という。）の定数を定めるものとする。 

（農業委員の定数） 

第 2 条 農業委員の定数は、19 人とする。 

（推進委員の定数） 

第 3 条 推進委員の定数は、18 人とする。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、平成 30 年 3 月 1 日から施行する。 

（浜田市農業委員会の選挙による委員の定数条例の廃止） 

2  浜田市農業委員会の選挙による委員の定数条例（平成 17 年浜田市条例第

14 号）は、廃止する。 

（浜田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

の一部改正） 

3  浜田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

（平成 20 年浜田市条例第 37 号）の一部を次のように改正する。 

別表中 

「   

を 

 農業委員会の委員 会長 〃  25,400 円  

会長代理 〃  23,400 円 

委員 〃  21,400 円 

  」 

「   

に 

 農 業 委 員

会の委員 

会長 基本報酬 〃  25,400 円  

 能率報酬 規則で定める額 

会長代理 基本報酬 月額 23,400 円 

能率報酬 規則で定める額 
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委員 基本報酬 月額 21,400 円 

能率報酬 規則で定める額 

農業委員会の農地利

用最適化推進委員 

基本報酬 月額 21,400 円 

能率報酬 規則で定める額 

  」 

改める。 
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議案第 52 号 

 

浜田市税条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市税条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

平成 29 年 9 月 4 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

 

  



50 

浜田市税条例の一部を改正する条例 

 

浜田市税条例（平成 17 年浜田市条例第 67 号）の一部を次のように改正す

る。 

第 18 条の 3 中「軽自動車税」を「種別割」に改める。 

第 19 条中「）、第 53 条の 7、第 67 条」の次に「、第 81 条の 6 第 1 項」を

加え、同条第 2 号及び第 3 号中「第 98 条第 1 項」を「第 81 条の 6 第 1 項の

申告書、第 98 条第 1 項」に改める。 

第 34 条の 4 中「100 分の 12.1」を「100 分の 8.4」に改める。 

第 80 条第 1 項及び第 2 項を次のように改める。 

軽自動車税は、3 輪以上の軽自動車に対し、当該 3 輪以上の軽自動車の

取得者に環境性能割によって、原動機付自転車、軽自動車、小型特殊自動

車及び 2 輪の小型自動車（以下軽自動車税について「軽自動車等」という。）

に対し、当該軽自動車等の所有者に種別割によって課する。 

2  前項に規定する 3 輪以上の軽自動車の取得者には、法第 443 条第 2 項に

規定する者を含まないものとする。 

第 80 条第 3 項中「第 443 条第 1 項」を「第 445 条第 1 項」に、「によって

軽自動車税」を「により種別割」に、「においては」を「には、第 1 項の規定

にかかわらず」に改め、同項ただし書中「もの」を「軽自動車等」に改める。 

第 80 条の 2 を削る。 

第 81 条を次のように改める。 

（軽自動車税のみなす課税） 

第 81 条 軽自動車等の売買契約において売主が当該軽自動車等の所有権を

留保している場合には、軽自動車税の賦課徴収については、買主を前条第

1 項に規定する 3 輪以上の軽自動車の取得者（以下この節において「3 輪

以上の軽自動車の取得者」という。）又は軽自動車等の所有者とみなして、

軽自動車税を課する。 

2  前項の規定の適用を受ける売買契約に係る軽自動車等について、買主の

変更があったときは、新たに買主となる者を 3 輪以上の軽自動車の取得者

又は軽自動車等の所有者とみなして、軽自動車税を課する。 

3  法第 444 条第 3 項に規定する販売業者等（以下この項において「販売業

者等」という。）が、その製造により取得した 3 輪以上の軽自動車又はそ

の販売のためその他運行（道路運送車両法第 2 条第 5 項に規定する運行を

いう。次項において同じ。）以外の目的に供するため取得した 3 輪以上の
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軽自動車について、当該販売業者等が、法第 444 条第 3 項に規定する車両

番号の指定を受けた場合（当該車両番号の指定前に第 1 項の規定の適用を

受ける売買契約の締結が行われた場合を除く。）には、当該販売業者等を 3

輪以上の軽自動車の取得者とみなして、環境性能割を課する。 

4  法の施行地外で 3 輪以上の軽自動車を取得した者が、当該 3 輪以上の軽

自動車を法の施行地内に持ち込んで運行の用に供した場合には、当該 3 輪

以上の軽自動車を運行の用に供する者を 3 輪以上の軽自動車の取得者とみ

なして、環境性能割を課する。 

第 81 条の次に次の 10 条を加える。 

（日本赤十字社の所有する軽自動車等に対する環境性能割の非課税の範

囲） 

第 81 条の 2 日本赤十字社が所有する軽自動車等のうち、直接その本来の事

業の用に供するもので、次の各号に該当するものに対しては、環境性能割

を課さない。 

⑴ 救急用のもの 

⑵ 血液事業の用に供するもの 

⑶ へき地巡回診療の用に供するもの 

⑷ 患者の輸送の用に供するもの 

⑸ 救護資材の運搬の用に供するもの 

（環境性能割の課税標準） 

第 81 条の 3 環境性能割の課税標準は、3 輪以上の軽自動車の取得のために

通常要する価額として施行規則第 15 条の 10 に定めるところにより算定し

た金額とする。 

（環境性能割の税率） 

第 81 条の 4 次の各号に掲げる 3 輪以上の軽自動車に対して課する環境性能

割の税率は、当該各号に定める率とする。 

⑴ 法第 451 条第 1 項（同条第 4 項において準用する場合を含む。）の規

定の適用を受けるもの 100 分の 1 

⑵ 法第 451 条第 2 項（同条第 4 項において準用する場合を含む。）の規

定の適用を受けるもの 100 分の 2 

⑶ 法第 451 条第 3 項の規定の適用を受けるもの 100 分の 3 

（環境性能割の徴収の方法） 

第 81 条の 5 環境性能割の徴収については、申告納付の方法によらなければ

ならない。 
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（環境性能割の申告納付） 

第 81 条の 6 環境性能割の納税義務者は、法第 454 条第 1 項各号に掲げる 3

輪以上の軽自動車の区分に応じ、当該各号に定める時又は日までに、施行

規則第 33 号の 4 様式による申告書を市長に提出するとともに、その申告

に係る環境性能割額を納付しなければならない。 

2  3 輪以上の軽自動車の取得者（環境性能割の納税義務者を除く。）は、法

第 454 条第 1 項各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める時又は日まで

に、施行規則第 33 号の 4 様式による報告書を市長に提出しなければなら

ない。 

（環境性能割に係る不申告等に関する過料） 

第 81 条の 7 環境性能割の納税義務者が前条の規定により申告し、又は報告

すべき事項について正当な事由がなくて申告又は報告をしなかった場合

には、その者に対し、10 万円以下の過料を科する。 

2  前項の過料の額は、情状により、市長が定める。 

3  第 1 項の過料を徴収する場合において発する納入通知書に指定すべき納

期限は、その発付の日から 10 日以内とする。 

（環境性能割の減免） 

第 81 条の 8 市長は、公益のため直接専用する 3 輪以上の軽自動車又は第 90

条第 1 項各号に掲げる軽自動車等（3 輪以上のものに限る。）のうち必要と

認めるものに対しては、環境性能割を減免する。 

2  前項の規定による環境性能割の減免を受けるための手続その他必要な事

項については、市長が別に定める。 

（環境性能割の課税免除） 

第 81 条の 9 市長は、公益のため直接専用する 3 輪以上の軽自動車のうち必

要と認めるものに対しては、環境性能割の課税を免除する。 

2  前項の規定による環境性能割の課税免除を受けるための手続その他必要

な事項については、市長が別に定める。 

（日本赤十字社の所有する軽自動車等に対する種別割の非課税の範囲） 

第 81 条の 10 日本赤十字社が所有する軽自動車等のうち、直接その本来の

事業の用に供するもので、救急用のものに対しては、種別割を課さない。 

（種別割の課税免除） 

第 81 条の 11 軽自動車及び 2 輪の小型自動車のうち、商品であって使用し

ないものに対しては、種別割を課さないことができる。 

第 82 条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条中「軽自動
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車税の税率は、次の各号に掲げる軽自動車等に対し」を「次の各号に掲げる

軽自動車等に対して課する種別割の税率は」に改め、同条第 2 号ア中 

「   

を 

 2 輪のもの（側車付のものを含む。） 年額 3,600 円  

 3 輪のもの 年額 3,900 円  

 4 輪以上のもの  

 乗用のもの  

 営業用 年額 6,900 円  

 自家用 年額 10,800 円  

 貨物用のもの  

 営業用 年額 3,800 円  

 自家用 年額 5,000 円  

  」 

「   

に 

 （ア） 2 輪のもの（側車付のものを含む。） 年額 3,600 円  

 （イ） 3 輪のもの 年額 3,900 円  

 （ウ） 4 輪以上のもの  

 ａ 乗用のもの  

 営業用 年額 6,900 円  

 自家用 年額 10,800 円  

 ｂ 貨物用のもの  

 営業用 年額 3,800 円  

 自家用 年額 5,000 円  

 （エ） 専ら雪上を走行するもの 年額 3,000 円  

  」 

改め、同号イ中 

「   

を 
 農耕作業用のもの 年額 2,000 円  

 その他のもの 年額 5,900 円  

  」 

「   

に 
 （ア） 農耕作業用のもの 年額 2,000 円  

 （イ） その他のもの 年額 5,900 円  

  」 
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改める。 

第 83 条（見出しを含む。）及び第 85 条（見出しを含む。）中「軽自動車税」

を「種別割」に改める。 

第 87 条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第 1 項中「軽

自動車税」を「種別割」に、「第 33 号の 4 様式」を「第 33 号の 4 の 2 様式」

に改め、同条第 2 項及び第 3 項中「第 33 号の 4 様式」を「第 33 号の 4 の 2

様式」に改め、同条第 4 項中「第 80 条第 2 項」を「第 81 条第 1 項」に改め

る。 

第 88 条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第 1 項中「第

80 条第 2 項」を「第 81 条第 1 項」に改める。 

第 89 条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第 1 項中「軽

自動車税」を「種別割」に改め、「ことができる」を削り、同項第 2 号中「も

のと認める」を削り、「軽自動車等」の次に「のうち必要と認めるもの」を加

え、同条第 2 項及び第 3 項中「軽自動車税」を「種別割」に改める。 

第 90 条の見出し中「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第 1 項中「掲

げる軽自動車等」の次に「のうち必要と認めるもの」を加え、「軽自動車税」

を「種別割」に改め、「ことができる」を削り、同項第 1 号中「のうち、市長

が必要と認めるもの」を削り、同条第 2 項中「軽自動車税」を「種別割」に

改め、同条第 3 項中「軽自動車税」を「種別割」に、「第 89 条第 2 項各号」

を「前条第 2 項各号」に改め、同条第 4 項中「軽自動車税」を「種別割」に

改める。 

第 91 条第 2 項中「第 443 条」を「第 445 条」に、「第 80 条の 2」を「第

81 条の 10｣に、「軽自動車税」を「種別割」に改め、同条第 7 項中「軽自動車

税」を「種別割」に改める。 

附則第 15 条の次に次の 6 条を加える。 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特例） 

第 15 条の 2 軽自動車税の環境性能割の賦課徴収は、当分の間、第 1 章第 2

節の規定にかかわらず、島根県が、自動車税の環境性能割の賦課徴収の例

により、行うものとする。 

（軽自動車税の環境性能割の減免の特例） 

第 15 条の 3 市長は、当分の間、第 81 条の 8 の規定にかかわらず、島根県

知事が自動車税の環境性能割を減免する自動車に相当するものとして市

長が定める 3 輪以上の軽自動車に対しては、軽自動車税の環境性能割を減

免する。 
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（軽自動車税の環境性能割の課税免除の特例） 

第 15 条の 3 の 2 市長は、当分の間、第 81 条の 9 の規定にかかわらず、島

根県知事が自動車税の環境性能割の課税を免除する自動車に相当するも

のとして市長が定める 3 輪以上の軽自動車に対しては、軽自動車税の環境

性能割の課税を免除する。 

（軽自動車税の環境性能割の申告納付の特例） 

第 15 条の 4 第 81 条の 6 の規定による申告納付については、当分の間、同

条中「市長」とあるのは、「島根県知事」とする。 

（軽自動車税の環境性能割に係る徴収取扱費の交付） 

第 15 条の 5 市は、島根県が軽自動車税の環境性能割の賦課徴収に関する事

務を行うために要する費用を補償するため、法附則第 29 条の 16 第 1 項に

掲げる金額の合計額を、徴収取扱費として島根県に交付する。 

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例） 

第 15 条の 6 営業用の 3 輪以上の軽自動車に対する第 81 条の 4 の規定の適

用については、当分の間、次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄

に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第 1 号 100 分の 1 100 分の 0.5 

第 2 号 100 分の 2 100 分の 1 

第 3 号 100 分の 3 100 分の 2 

2  自家用の 3 輪以上の軽自動車に対する第 81 条の 4（第 3 号に係る部分に

限る。）の規定の適用については、同号中「100 分の 3」とあるのは、「100

分の 2」とする。 

附則第 16 条の見出し中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、同条

第 1 項中「初めて道路運送車両法第 60 条第 1 項後段の規定による」を「最初

の法第 444 条第 3 項に規定する」に改め、「軽自動車税」の次に「の種別割」

を加え、同項の表を次のように改める。 

第 2 号ア（イ） 3,900 円 4,600 円 

第 2 号ア（ウ）ａ 6,900 円 8,200 円 

10,800 円 12,900 円 

第 2 号ア（ウ）ｂ 3,800 円 4,500 円 

5,000 円 6,000 円 

附則第 16 条第 2 項から第 4 項までを削る。 

附則第 16 条の 2 を次のように改める。 
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第 16 条の 2 削除 

附 則 

（施行期日） 

第 1 条 この条例は、平成 31 年 10 月 1 日から施行する。 

（市民税に関する経過措置） 

第 2条 この条例による改正後の浜田市税条例（次条において「31年新条例」

という。）第 34 条の 4 の規定は、この条例の施行の日以後に開始する事業

年度分の法人の市民税及び同日以後に開始する連結事業年度分の法人の

市民税について適用し、同日前に開始した事業年度分の法人の市民税及び

同日前に開始した連結事業年度分の法人の市民税については、なお従前の

例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第 3 条 31 年新条例の規定中軽自動車税の環境性能割に関する部分は、この

条例の施行の日以後に取得された 3 輪以上の軽自動車に対して課する軽自

動車税の環境性能割について適用する。 

2  31 年新条例の規定中軽自動車税の種別割に関する部分は、平成 32 年度

以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、平成 31 年度分まで

の軽自動車税については、なお従前の例による。 

（浜田市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第 4 条 浜田市税条例等の一部を改正する条例（平成 26 年浜田市条例第 24

号）の一部を次のように改正する。 

附則第 6 条中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、「新条例第 82

条及び新条例」を「浜田市税条例第 82 条及び」に改め、「左欄に掲げる」

の次に「同条例の」を加え、同条の表を次のように改める。 

第 82 条第 2 号ア（イ） 3,900 円 3,700 円 

第 82 条第 2 号ア（ウ）

ａ 

6,900 円 6,600 円 

10,800 円 8,600 円 

第 82 条第 2 号ア（ウ）

ｂ 

3,800 円 3,600 円 

5,000 円 4,800 円 

附則第 16 条第 1 項 第 82 条 浜田市税条例等の一

部を改正する条例（平

成 26 年浜田市条例第

24 号。以下この条にお
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いて「平成 26 年改正

条例」という。）附則

第 6条の規定により読

み替えて適用される

第 82 条 

附則第 16 条第 1 項の

表第 2 号ア（イ）の項 

第 2 号ア（イ） 平成 26 年改正条例附

則第 6条の規定により

読み替えて適用され

る第 82 条第 2 号ア

（イ） 

3,900 円 3,700 円 

附則第 16 条第 1 項の

表第 2 号ア（ウ）ａの

項 

第 2 号ア（ウ）ａ 平成 26 年改正条例附

則第 6条の規定により

読み替えて適用され

る第 82 条第 2 号ア

（ウ）ａ 

6,900 円 6,600 円 

10,800 円 8,600 円 

附則第 16 条第 1 項の

表第 2 号ア（ウ）ｂの

項 

第 2 号ア（ウ）ｂ 平成 26 年改正条例附

則第 6条の規定により

読み替えて適用され

る第 82 条第 2 号ア

（ウ）ｂ 

3,800 円 3,600 円 

5,000 円 4,800 円 

第 5 条 浜田市税条例等の一部を改正する条例（平成 27 年浜田市条例第 24

号）の一部を次のように改正する。 

附則第 5 条第 7 項の表第 19 条第 3 号の項中「第 98 条第 1 項」を「第 81

条の 6 第 1 項の申告書、第 98 条第 1 項」に改める。 
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議案第 53 号 

 

浜田市地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税に関する条

例の一部を改正する条例について 

 

浜田市地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税に関する条例

の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

平成 29 年 9 月 4 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税に関する条

例の一部を改正する条例 

 

浜田市地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税に関する条例

（平成 28 年浜田市条例第 17 号）の一部を次のように改正する。 

第 1 条中「第 5 条第 4 項第 4 号」を「第 5 条第 4 項第 5 号」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 54 号 

 

工事請負契約の締結について 

 

一般競争入札に付した浜田清掃第一処理場解体工事について次のとおり

請負契約を締結するため、地方自治法第 96 条第 1 項第 5 号及び浜田市議会の

議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例第 2 条の規定によ

り、議会の議決を求める。 

 

平成 29 年 9 月 4 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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1  契約の目的   浜田清掃第一処理場解体工事 

2  契約の方法   一般競争入札 

3  契約の金額   219,456,000 円 

4  契約の相手方  宮田建設工業・三浦商事特別共同企業体 

代表者 浜田市朝日町 91 番地 13 

宮田建設工業株式会社 

代表取締役 宮 田 智 裕 

構成員 浜田市熱田町 600 番地 1 

三浦商事有限会社 

代表取締役 三 浦 道 憲 

 

 

 






















































































































































